
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 第 2 令和６年度(2024年度)下半期に 

おける補正予算の状況 
 

 

 

 

 

補正予算とは、当初予算の調製後に生じた事由に基づいて、既定の予

算に追加、減額及びその他の変更を加えるものです。 

令和６年度（2024 年度）下半期においては、11 月定例会、２月定例

会に補正予算案を提出し、令和６年（2024 年）12月 17日、令和７年（2025

年）２月 28日にそれぞれ議決されました。 

また、議会の議決すべき事件について特に緊急を要するため議会を招

集する時間的余裕がないことが明らかであると認めるとき等の理由で、

知事が議決事件を処分することを専決処分といいますが、その要件に当

たる事件について、令和６年（2024 年）10 月９日及び 12 月 23 日に専

決処分を行いました。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

第 2 令和６年度（2024 年度）下半期における補正予算の

状況 
 

  令和６年度（2024 年度）の一般会計の最終予算額は、令和５年度（2023 年度）と比較

しますと、428億 82百万円、4.4％の減少となります。 

  なお、補正予算の歳入歳出の詳細は、付表 4（45～47ページ）のとおりです。 

＜一般会計及び特別会計の各補正における予算規模及び最終予算額＞ 

         （単位：百万円） 

区分 
9月補正後 

現計予算額 

10 月 

専決額 

11 月 

補正額 

12 月 

専決額 

２ 月 

補正額 

令和６年度 

最終予算額 

一般会計 861,531  1,283  11,282  85  56,268  930,448  

特別会計 325,435    11    1,122  326,568  

合計 1,186,966  1,283  11,293  85  57,390  1,255,649  

※ 各項目についての計数は、表示単位未満を四捨五入したものであり、その内訳は合計と合致し 

ない場合があります。 

 

1 一般会計 

①10月補正予算（知事専決処分）（1,283百万円） 

財源[国庫支出金 1,283百万円] 

 

  ◇補正内容 

  （１）衆議院議員総選挙及び最高裁判所裁判官国民審査    １，２８３百万円 

②11月補正予算（11,282百万円） 

財源[地方交付税 3,020百万円、国庫支出金 2,983百万円、繰入金 5百万円、繰越金

3,142百万円、諸収入 53百万円、県債 2,080百万円] 

       

  ◇補正内容（主なもの） 

 （１）各種災害への対応                    ４，６５７百万円 

    ・令和６年台風第 10号等による災害復旧費      ２，６６７百万円 

（２）人事委員会勧告に基づく職員給与改定        ５，２６６百万円 

      ・職員給与費                   ４，５５０百万円 

 

③12月補正予算（知事専決処分）（85百万円） 

財源[繰越金 85百万円] 

 

3



 

  ◇補正内容 

  （１）過労自死損害賠償請求事件の判決確定に伴う損害賠償金等    ８５百万円 

 

 

④２月補正予算（56,268百万円） 

財源[県税▲2,064百万円、地方消費税清算金 5,399百万円、地方譲与税 9,047百万

円、地方特例交付金▲81百万円、地方交付税▲439百万円、交通安全対策特別

交付金▲18百万円、分担金及び負担金 907百万円、使用料及び手数料▲74百

万円、国庫支出金 29,393 百万円、財産収入▲86 百万円、寄附金 267 百万円、

繰入金▲30,894百万円、繰越金 25,279百万円、諸収入 324百万円、県債 19,309

百万円] 

       

  ◇補正内容（主なもの） 

（１）国の経済対策への対応              ６１，１１１百万円 

      ・地域道路改築費（地域産業構造転換インフラ整備推進分）  ６，２３０百万円 

・直轄災害復旧事業負担金             ５，６０１百万円 

 

（２）経済対策に合わせた独自の地域活性化策       ８，１９５百万円 

      ・物価高騰対策事業（医療機関等分）        １，３７３百万円 

     ・エネルギー価格高騰対策事業           １，３５８百万円 

 

2 特別会計 

特別会計の最終予算は、下半期において、総額11億34百万円の増額補正をした結果、

3,265億 68百万円となり、前年度に比べ 149億 29百万円、4.8％の増額となります。 

    なお、下半期における各特別会計の予算額は、付表 5（48ページ）のとおりです。 

4


